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The object of this 1'eport is to cla1'ify the actua1 featu1'es of the utilization of rice-straw in 

Saga Cent1'al Plain Area， and to analyze related p1'ob1ems on thc preservation of soil fer-
tility in this region， fo1' instance， the utility of the ricc-st1'aw as one of the most essentia1 
mate1'ials fo1' making manu1'e. 

The data for the analysis we1'e collected from 175仏1'mslocated in Kawasoe town， 
Saga P1'efectur・巴 Eachfarm was visit巴dtwice in the summe1' of 1974 and 1975. 

The analysis could cla1'ify the following points: 

1) 1n this 1'egion， 64% of the r‘icc-st1'aw harvestcd was s01d， and only 17% was kept 
and returned to paddy. 39% of the farms returned thc 1'ice帥st1'awto thc paddy which 
was 38% of thc padd)司 rca. The average amount of 1'icc-st1'aw returned to paddy was 

nearly 121 kg pe1' 0.1 hecta1'c. 
2) The utilization of 1'ice-st1'aw on fa1'ms was grcat1y diversified by thc patt巴rnofrice-

ha1'vesti時・ The percentage of ricc-st1'aw sold was ex田町li時 1y1匂h，more than 60% 
when 1'eap巴rs01' binders were used. On the other hand， in casc of using combincs， the 
amount returned to paddy was 82% and the amount of sale was only 15%. 

3) The ave1'age selling price per kg of 1'ic巴-strawin this 1'egion was 8.2 yen. The 

average amount of sales was about 50000 yen per farm. The1'e we1'e many upper class 

farms that gained over 80000 yen pe1' fa1'm. That buye1's came up to paddy 01' fa1'mya1'ds 

to buy the 1'ice-st1'aw was one of the favou1'ab1e fo1' ら1'm. Thus， 1'ice-straw was one of 
the most attractIve sou1'ces of cash income fo1' fa1'me1's in this 1'egion. 
4) 1t shou1d be noticed that the incomp1eteness of land me1io1'ation such as d1'ainage 

system p1'omoted the 1'ice圃st1'awselling instead of 1'eturning them to the paddy， because 
the high g1'ound-wate1' table 1'educes the effi巴ctof rice-straw which was 1'eturned to keep 

the fe1'tility of paddy soil， and this fact basically hampe1's the development of ag1'icultural 
p1'oductivity in this 1'egion. 
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1.問題の所在

戦後にbける農業機械化の急速な進展，各種化学肥料，農薬の広汎を普及，さらに農業労働力

の急激な流出など社会経済的諸条件の変化にともない水問への有機質肥料の供給は激減し地力

再生産の水準は著しく後退してきているといわれている.

わが陸にbける米作高位生産力地帯といわれる佐賀中部平坦地域にbいても昭和20年代後半か

ら昭和30年代前半にかけての動力耕転機の急速な普及にともをい役畜が排除され，有機質肥料の

給源はいっそう狭殴化しまた，クワーク水田地帯にbける農業生産力形成の主要でと契機の一つ

であった泥土の利用も労働力事情の悪化とクリークの水草IJ施設機能の変化の過程でほとんど廃止

されてしまっている1). 商品経済の浸透の過程で緑肥作物をはヒめとする地力補給的なナタネ，

ソラマメなども消滅しさらに昭和30年代からの農業労働力の急激念流出にともなう絞営の単一

化・粗放イヒの進行等，本;地域にシける地力再生産の機能は根底から崩壊してきている.第1閣は

米生産費調3をによって水稲作lOa当りの堆・きゅう肥の施用量を競べたものであるが，昭和35年

以降全国的に激減しているなかで佐賀県は全国・東北地方に比較してさらに低し昭和47年には

49kgに低落してきている.
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図一1. 地域別の堆・さきゅう肥施用盈の推移

注 1) 水稲作におけるlOa当りの施用量を示す

2) 資料は米生産質調査より作成

地力の増進は，農業生産カ高揚の基本的手段であるが，戦後の日本農業の土地生産力追求の性

格は主として外部からの化学肥料の補給による多肥化に依存し本来の土地生産カつまり地カの

増進によるものではなく板端には地カ収奪的・掠奪農法に支えられたものであった.これは， gy

欧農業の近代化の過程が何よりもまず地力増進とその合理的利用とに立脚する地力の拡大再生産

方式としての輪裁式農法への麗開であったのと対比し著しい差異を示している2).

テーャー (Thaer，1752-1828)がその著「合理的農業の原理.!(1809-1812)で輪裁式農法を推

奨し農業経営のめざすべき自標を「可及的最高の持続的収益を得ることのJ としたのは，まさ

に経営自体による地力維持という農業重学的基礎の上に沿いてである.地力維持が体系的に問題

とされたのは， 18世記後半から 19世紀初頭に.:To'ける農業重学 (Statikdes Landbaues)思想にb

いてであるが，テーャーの衣鉢を継いだチューネン (Thunen，1783-1850)はn-孤立関」第2J庇
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(1842)の第7章 (B)の中で土壌の豊沃度 (E)は，土壌の顕効度 (T)，土質 (Q)，有機質 (H)，

耕作因子 (K)の諸国子によって構成されるものとして次の式を提示した4).

E=T.Q.H.K 

顕効度比植物栄養分が作物へ転化する過程で作用する土壌の機能をいい植物栄養分の転化の

難易性を意味する.また，土質は，有機質を植物栄養分に変化させる土壌の作用を意味しこの

顕効度たよび土質の2因子で構成された土壌の総合的作用を地力と規定し土壊に固有な属性と

みなした5) さらに有機質が土質の作用によって土壌の有効成分化したものを肥カと規定し土

壌の物理的性質である地力に応じた肥カの再生産が作物蒋生産の基礎をなすとし有機質そのも

のの循環・均衡をいかに来たすかがチューネン軍学論の中心的支柱にすえられる.

チューネンのこの理論は，地力を増進させる技術的悶子である労働手段体系を無視した静態的

モデ、ノレの中で構成された理論構造めであるために肥力均衡のメカニズムは窃示しえても地力増進

のメカニズムを明示しえ念いという理論的欠陥をもってはいたが7)， 農業重学的な豊度の総合・

体系化の思考方法は今日的に再評価されてよい点であろう.さらにまた，肥力再生産原理と土地

利用方式を表裏一体的に把握し経営内にbける地力維持と収益性を結合し農業経営の再生産

の基礎を農業震学的基礎の上に求めた点はきわめて蚤妥宏指摘であったといえる.

今日の地カ問題の本質的要閣は，土地生産性の増進を基礎とする労働生産力向上による収益性

追求という，いわば生産力向上を器調とする収誰性追求の原理を貫徹させることなし地力向上

の側面を等闘に付し一面的に収益性を追求するという個別経営の構造とそうした構造を干写生産

してきた社会経済的諸条件の中に在在しているとみるべきであり 8)， 本稿で問題にした稲わらの

経営外流出もまさにその結果のー側面である.

本稿の目的は，佐賀中部平坦地域にbける稲わら不IJJfjの実態分析を過して地力維持の笑態と問

題点を考察しようとするものである.

稲わら利用の実態分析にあたっては次の4点に考察の焦点を2まいた.

第 1点は，稲わらの主主廃止fよび利用の実態、を把握し，その階層性を分析すること.

第z点は，穏わら利用の実態、が収穫方式によって異なると考えられるので収穫方式を(I)@脱
コンパイン方式， (立)パインダ一方式， (m)手刈り方式の3形態に分類し収穫方式別にその

利用実態と問題点を把握すること.

第3点は，野菜作農家3戸，酪農家3戸を抽出し経営タイプ別に稲わら利用実態を明らかに

すること.

第4点は，稲わらの販売価格の分布bよび販売収援の分析を適して稲わら流出の実態を抱援す

ると同時に稲わら還元を規制すると考えられる土地条件(排水条件を中心として)， 緋転手段体

系，英作麦との関速を明らかにし:本地域にbけるおg力維持の実態と問題点について考察すること

である.

2. 調査対象と方法

調査対象農家は，佐賀中部王子混地域の特質を典型的に具備すると考えられる佐賀郡川前町の中

から西古賀，吉村，南7区，商25区，大詫間7区の5集落175戸の農家を選定し数回の現地予

備調査を実施し昭和49年8月と昭和50年8月の2留にわたって戸別聴取り調査を行った.調査

対象農家の経営概況を示すと，一戸当り平均経営苗積1.07ha， 7./<稲作付面讃1.05ha，水田率99.6
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pg，土地利用率 152.496，7](稲王子均反収 6371沼で経営方式は数}去の野菜作，酪農経営をi添いてほ

とんど米麦絞'誌で俗別総~14r の色彩が強い地域である.羽衣農家の 1;持 Ji'?i分布は，第 11終JITi (O.5ha 

未満)35戸，第五階踏 (O.5--1.0ha未満)44戸， tf:S班賠!i'o (1. 0~ 1. 5ha 米満) 38戸， tinVI裕層

(1. 5~2. Oha未満)37戸，第VI;皆fi'ti(2.0ha以上)21戸で総調査民家戸数は 175戸である.

調査内務は，水稲作，麦作の生産技術構造を関場J.iUに把握すると問時に-iliJ述した 4項!ヨをrfl心

にして稲わら利用の災惑と問題点を調査分析した.

3. 調査結果と考議室

1) 間Joo別稲わら利用の実態

木地域にふ、けるl'皆賠別稲わら利用の災態古-すと第1表，第2去の巡りである.

稲わらの10a当りI:f"..itA郊:は， 121程，玄米l院長の多少によって5もなるが，一般にコジヒカリ， 日
本I1j!jで400-600kg，レイホウ， ツクシパレで 700kg-900kgといわれている.

第l表 P的自別稲わらfEilffの災慾

経 営 而 総 (ha) 0-0.5 0.5-1.0 1.0-1.5 1.5-2.0 2.0以上

調ヨ受民家数(戸〉 35 44 

水務作 HTIii積 (ha) 8.59 30.03 

一戸~り*稲作付ïm積(ha) 0.25 0.68 

10a 当りy，:~ミ i伐滋 (l王g) 578 651 

稲 総生産泣(t ) 57.8 215.1 

オフ 一戸巡り生産裁(t ) 1.7 4.9 

ら 10 aさiり佐渡f設(kg) 673 716 

主主 H持 人 f立(t) 3.6 

Eff 利用可能総蕊(t ) 57.8 218.7 

行1) 資料は昭和49年8f1災態;潟支をより作成
2) 利用可能総設立総生成長いー購入澄

38 37 21 

43.33 57.53 44.70 

1.14 1.55 2.13 

632 640 637 

312.7 417.3 310.8 

8.2 11.3 15.3 

723 725 695 

3.0 9.6 

312.7 420.3 320.4 

議資農家の10a当り平均生産抵は7l3kgで階層閣には大きな格差は王子在しない，

音j'・平均

175 

184.17 

1.05 

637 

1313.8 

7.5 

713 

16.2 

1330.0 

当りの王子

JtJ生産illは7.5tであるが，第IV・t!:iVI階層では 10tてとオーバーし，地域全体の総稲わら生産設

は1313.8tに避している.また，稲わらを購入する農家は， 品在日の野菜作農家，酪農家が堆sE• 
数料・飼料別としてJlllt入するほかはほとんど在在しない.

利用可能総武1330tの利用状況をみると第2表から切らかのように販売に仕向けられる抵が圧

倒的に多し 全体の 6496で主として福岡県筑後地方の投床原料として販売されているが， 地元

の加工業者へ販売されるケースも少なくない.また，民間加の開業として自家加工に仕向けられ

る抵は 1096で比較的規棋の大きい民家に多い. これに対してikmに還充される1ftは全体の 1796

(227.5 t )にすぎず， f住肥仕向け，数料仕向けを加えても2096に満たない.木県の稲わら施用良

の五~ì\!iに対比してもきわめて低い水準にある.

以上の給J築制約HfIJJUに整理すると絞苑仕向けは第I階蹄 6996，第III統府 8096，第盟!問問6296，
第五Tli野間68;;ちできわめて高く， tT~vr年にふ、いても 47;;ちの稲わらがj波売されている.また，加工

仕向けについては第麗階隠1396，第IVlj皆賠 796，第V階Ji雪印必で・比較的規模の大きい農家に多い.

従って液売仕向けに加工仕向けを加えると約7096が商品化していることになる.
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第2表階廊別稲わら草IJJflの災態 (単位 t，必〉
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権 HE 0.5 
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説 。()内は稲わら利用可.飽;ほに対する比率を示す
2) 資料は実態調査より作成

一方，水田へ還元される最は，第 I階層 115ぢ， i存立階層 796， 1f~皿階層 1796，第百階j百 165払

第V階層 2596で全階層的に非常に低い水準である.

販売・加工{:I:向けのためにパインダーと自説コンパインを併有する民家も存在しょ関にふ、い

ても稲わらの積極的選元は災施されていないのが実態、である.

第3:il受 稲わら巡jGと販売の実態 (単位:戸.96.t・ha)

緩 営 E立 若宮 (ha) 。-0.5 0.5-1.0 1.0-1.5 1.5-2.0 2.0以上 計

調 ヨ変 }箆 芸誌 数 35 44 38 37 21 175 

稲わら巡jG良家数 12 13 18 15 11 69 

遼元農家主将 34.3 29.5 47.4 40.5 52.4 39.4 

稲わら滋元商務 2.9 8.5 18.7 20.5 19.0 69.4 

選元磁波率 33.4 28.1 43.2 35.6 42.4 37.7 

穏わら巡 ス2 ;滋 6.5 16.4 51.7 69.0 78.9 222.5 

巡元議率 11.3 7.5 16.5 16.4 24.6 16.7 

10a~ l? jbi 7G 笠2 75.9(kg) 54.6 119.3 120.0 176.0 120.8 

稲わら販売農家数 27 39 29 29 15 139 

販売 j蕊室長率 77.1 88.6 76.3 78.4 71.4 79.4 

稲わら奴 2tE b 室主 40.1 175.0 194.0 285.2 151.9 846.3 

販売;舷率 69.4 80.0 62.0 67.9 47.4 63.6 

法 1) 資料は実態調査より作成

2) 滋元磁積率=..1童三国盤一
経営酒税
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次に稲わら還元農家数，還元面積率， 10 a当り還元f誌を階照的にみると第3表の通りである.

調査農家 175戸のうち69戸 (39.4%) の農家が何らかの形で稲わらを水自に還元し面積的にも

69.4ha (37.796) の水田に還元されているが， 10 a巡りの稲わら還元盈は， tf4 1階層 75.9kg，第

五階崩54.6kg， tí~盟階層 119.3kg，第百階賠 120kg，第VI被賠 176kgで・量的には非常に少をい.

第4表 稲わらの還元率別・奴売主幹JJU農家分布 (単位:戸)

経 包 部 積 (ha) 0-0.5 0.5-1.0 1.0-1.5 1.5-2.0 2.0以上 計

稲 集計戸数 12 13 18 15 11 69 

わ 0-2096 3 7 7 3 2 22 

ら 20-40 3 4 6 5 3 21 

選 40-60 5 3 5 4 17 

7G 6096以上 1 2 2 2 2 9 

M!言十戸数 27 39 29 29 15 139 
稲

0-205ぢ 1 1 2 4 
わ

20-40 1 1 1 3 
ら

40-60 3 2 5 5 4 19 
販

60-80 1 3 4 1 2 11 
売

8096以上 22 33 19 21 7 102 

注:資料は実態調3をより作成

との傾向は第 4表からも切らかで稲わらの6096以上を水田に還元した農家は 9戸 (13必)にすぎ

ず， N~V階胞に.t~，いても 11戸の農家のうちわずか 2 戸にすぎない.

しかもまた，稲わらが投入される水田は排水条件が良好な図;場に限定され，議作変が作付され

る水聞には拶t-*云作業の困難や発芽不良などの技術的諸問題から敬遠される場合が非常に多い.

動力彩1:転機が一般的普及をみてEかった戦後段階(昭和24年)にふ、ける稲わら消費の実態を示す

と第5表の通りである. この調主主結果によると生産された務わらの約22必が加工に使用され，飼

第5表稲わら消費の実態 (佼焚平忽)

---¥¥ 、、¥
現段 使途別消費致 (kg) 機 成 土色

使 途 ¥¥¥  K Jl皇家 S農家 計 K >>是家 S 1真家

総 生 E主 f立 12，287 9，180 21，467 100 100 

10a巡り佐渡益 675 675 675 

加 ヱ 2，438 2，250 4，688 19.8 24.5 

使 飼 料 2，438 2，625 5，063 19.8 28.6 

数わ ら 2，625 2，250 4，875 21.4 24.5 

it.-!¥ 料 2，813 1，875 4，688 22.9 20.4 

途 阪 売 1，688 1，688 13.7 

雑 用 285 180 465 2.3 2.0 

主主:1) 資料は久間俊一 F農業緩滋・の檎造d 養重苦堂， 1956年 p.175よりiJ1m，作成した
2) 調交年次は昭和24年

(必)

計

100 

21.8 

23.6 

22.7 

21.8 

7.9 

2.2 

料に約2496，放わらに約2396，燃料に約2296が消費され，直接販売に仕向けられた分量は 796に

すぎない. しかしながら当時にシいても飼料と敷わらを通じての地力維持という合理性よりも，
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目前の労力消化とその収益化が経営の生存をはかる緊急課題をなしことに零細経営にふ、いては

過剰労働カの消化とその収益化に追われて経営内部にbける合理的な生産物利用共問の原則が歪

曲されていたといえる9).

現実に沿いてはこうした経営内部にbける生産物の合理的な循環構造がいっそう歪曲化され，

漸次的とはいえ着実にえgカの縮少再生産の過程を進展させていっているしそれはまた向11寺に生

産基盤の充実を犠牲にして遂行される収益獲得の過程であり，経営の正;常念発展を限容する他の

何ものでもない.

2) 収穫方式別稲わら利用の実態

稲わらの利用実態は，いかまる収穫方式を採用ナるかによって非常に疑念っている.

木地域に普及している収穫方式色 (I)自脱コンパイン方式， (II)パインダ一方式， (盟)手

刈り方式の3形態、に分類し，その利用実態をみたのが第6表である.

第6表収穫方式別稲わら処理の実態(構成比率) (単位:%) 

経営商務 Cha) 集計戸数 用穏わ可能ら幸一散Ij 販売，還元加工犠肥飼料数料焼却その他

コ 0-0.5 1 100 25 50 25 

ン 0.5-1.0 
ノぜ
1.0-1.5 3 100 17 78 5 

イ
1.5-2.0 3 100 8 92 ン

方 2.0以上 1 100 22 78 

式
計 8 100 15 82 1 2 

ノf o -0.5 25 100 77 9 3 5 6 

イ 0.5-1.0 38 100 81 4 7 3 4 1 
ン 1.0-1.5 34 100 66 10 15 2 1 6 
タ事
1.5-2.0 32 100 73 8 9 3 2 3 2 

方 2.0以上 19 100 51 18 18 5 3 5 

式
計 148 100 67 10 12 2 2 1 5 1 

手 0-0.5 6 100 65 4 31 

0.5-1.0 3 100 60 40 
刈
1.0-1.5 

り 1.5-2.0 
方 2.0以上

式
言十 9 100 62 22 16 

注資料は実態調査よ世作成

収穫方式の普及度合は，パインダ一方式が主体で全体の84.696を占めておpり， ~脱コンパイン

方式，手刈り方式はそれぞれ4.696，5.196にすぎない.

由民コンパイン利用農家8戸の利用可詑総議は90.2tであるが，その利用実態をみると直接切

断して水田に還元する讃が庄倒的に多く全体の82~ぢを占めている.これに対し販売に仕向けられ

る分援はわずか15~ぢにすぎない.一方，パインダ一方式の場合は，利用可能総量の6796が販売に

仕向けられて;b'T. 7k罰へ還元される最は1096にすぎない.また，堆肥や数料仕向けもきわめて
少なし本方式の場合は稲わら販売が主体に恋っている.



22 佐焚大学長室学説報 第42号 (1977)

第7表 階層別の収穫・乾燥作業体系

O.5ha未満 O.5-1.0ha l.O-1.5ha 1.5-2.0ha l上 苦j'

収穫・乾燥作業体系
a b a b a b a b a b b 

会自動 天日
2: 66.7 2 1.8 

手:XIJり 小積 王子 裂 1 : 33.3 3 8.8 1! 3.3 5 4.4 
}院議t機

循環型 1 2.9 l! 3. 2: 1.8 

会自動 天 B
1 0.9 

1 3.1 遊星式i小積 王子 製 2.9 1 0.9 
脱穀機

立書道 1 : 1 0.9 

天日 2! 5.91 1: 3.11 1: 3.3 4: 3.5 
会自動 王子 型 22: 64.71 10: 31.31 12: 40.0 44: 38.9 

目見殺機 立製
事

2: 5.91 3: 9.41 1: 3.3 1: 7.11 7: 6.2 

i循環迎 nr- !̂ n: 7 : 50.01 25: 22. 1 
パイン

2 i 5.91 8; 25.01 8 i 26.7 

小積 iヨ定式 2: 1.8 
ダー

j悦穀機 2: 6.3 6: 5.3 

自)民主1コ
王子 製 1 3.1 1: 3.3 2: 1.8 

立製 1! 3.3 1 i 0.9 
ンパイン

循環製 2: 6.7 2 : 14.3 4 i 3.5 

立型 1・ 3.3 1 0.9 
!ヨ!民主話コンパイン

循環裂 3 .4 1， 3.3 1 7.1 5， 4.4 

合 計 |瓦示。両両-:ur;示司五両114--:;:耐 113，100.0 
注 1) a!ま燦家戸数， b!立構成比率を示す

2) 3f型，立製，循環裂とはそれぞれ，3f毅乾燥機，立型乾燥機，循環捜乾燥機を示す

本地域にbける稲わら販売に対する農家の関心は非常に高<，第7表から切らかのように収穫

・乾燥作業の体系もパインダーを中心とする作業体系が庄倒的に多い. しかもまた，上層農家に

かいては自脱コンパインとパインダーを併有し自説コンパインを主として水稲の脱穀・麦刈り

に軍I]mし Jl&3'Gm稲わら水回で1まパインダーで稲刈りするというケースも少なくない. こうした
稲わら販売に対する良家の対応が排水条件を中心とする臨場条件の米整備と相まって自i脱コンパ

インの稼動;泣の制限要因として作用してきてなり，パインダ一方式から自脱コンパイン方式への

移行を遊らせる原関になっている.

3) 野楽作農家，酪農家にお、ける穏わら不1]尽の実態、

野菜作農家，酪農家の稲わら利用の実態ば第8表に示す通りである.

野菜作農家，酪農家の場合は，稲わら販苑が主体であった米麦作農家に比較し稲わらの経営内

利用が積極的に国られている.

野菜作農家3戸ば，イチゴ， トマト，メロン宏ど施設野菜を中心とする経営であるが，この農

家の利用可能総長U9.9tの処理実態をみると生わら遼元 30.2形， 堆n~f:士向け 31. 396で全体の
6096が盟;場に還元されている. しかも，野菜作臨場へのlOa当り還元盛がきわめて高<， A農家

772.71唱， B農家530.8kg，C箆家431.7kgにせとっている.B農家は，キュウリ， トマト，ナス

を中心とした販売用蔀作りを行なっているが，利用可能総躍の73.1必を楼)j巴に仕向けると同時に
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第8表 里1・3案作農家・筋良家にかける稲わら利月1の実態 (単位 a，翼民kg9話〉

里J 菜 燦 室主 (3戸) 官在 燦 塁突 (3戸)

農家 2番号 A B C 苦1・ A B C 計-

経営部被 57 85 195 337 138 169 237 544 

水務作付面積 21 68 180 269 128 130 201 459 

、ウスト ト、マウスト 15 イチ~ ， ".，.12 乳 m牛乳用牛乳 m牛時四段「 iis一ιtン15 16 16 35 

の作付飼養状況 販売照 5メ ウス8
内搾乳牛内搾乳牛内搾乳牛

前作り トンネ
10 12 18 

務わら主主J.lIH設 1，700 4，845 ，880 7，800 18，090 36，770 

勝 入 1，330 1，330 4，000 4，000 

苦十 1，700 6，175 12，000 19，875 10，880 7，800 22，090 40，770 

26.9 50.0 38.6 50.0 13.3 

100.0 50.0 30.2 

73.1 31.3 

50.0 100.0 65.5 68.0 

5.5 34.5 18.7 

注:資料は実態;総資より作成

ノコクズを2-3t投入し積綴的に地力の維持・増進につとめている.この農家の組収議構成を

示すと野菜作部門150万円，稲作部門67万丹，計 217万円である. ，酪農家の場合は利用可

能総量の6896が飼料に仕向けられ，酪農家にとって貴重な粗飼料源となっている.また， J数料仕

向けは 18.7必で販売f:f:向けはわずか 13.3労にすぎない.c農家は，乳府牛 35頭， うち搾乳牛18
頭の規模であるが， この農家の飼料生産の実態をみるとイタリアン 166a，こにン変 20a，ピーJレ

変(青刈り)38aで，さらに生産された稲わら18tのうち80;;ちを飼料に仕向けている. しかしな

がら自脱コンパインの普及につれて稲わら利用が非常に図難になりつつあることから稲刈り以前

に購入契約をする場・合もあり，粗鋼料基盤の零~$l'~~，稲わらの入手困難とともにこの傾向はいっ
そう顕著になるものと考えられる.また，販売・加工との価絡而にふ、ける競合も考えられ，粗飼

料基般の弱い藩~農家にふ、いては非常に深刻j てと問題となりつつある.

4) 稲わら販売価格，販売i民主主と稲わらの流出要隠

本地域にbいては約80労の農家が生産された稲わらの6496を販売に仕向けてたり，地カ増強的

配慮から水間へ還元される量は20必にも満たない依い水準である.稲わらの経営外流出の謀関に

関しては種々の要国が考えられるが，販売条件が有利である点も流出の大きな要留の}つである.

識変農家のうち販売仕向け農家 139戸の穏わら販売価格の分布をみると第9表の通りである.

kg当り 5-7円で絞売した農家は43戸， 7-9丹で販売した農家は40戸， 9-11円で販売した農

家は 30戸で，平均kg当りi波売価格は 8.2円になっている.階層別にみると第 I階層 7.9円，第互

階層M 円，畑階層7.9円，第W階層幻円，第V階層口円吋っている.また，販売価格は販

売時期によって非常に災なり，会開践議会議所の調査結糸10)によれば収穫直後にj波売する場合が
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第9::1受 稲わら販売価絡別!及室長分布と販売i仮設 (単位:戸・内・ t)

緩営面積 (ha) 0-0.5 0.5-1.0 1.0-1.5 1.5-2.0 2.0以上 計ー

5長 戸 数 27 39 29 29 15 139 

1 - 3(円
稲
3 - 5 2 2 4 

わ
5 - 7 11 13 13 3 3 43 

ら 7 - 9 7 12 5 9 7 40 

販 9 - 11 3 7 7 10 3 30 

売 11 - 13 3 2 2 2 9 

価 13 - 15 4 1 2 4 11 

15円以上 1 1 2 
格
平均価絡 7.9 7.6 7.9 8.7 8.2 8.2 

奴 奴売 f設 40.1 175.0 194.0 285.2 151. 9 846.3 

売i奴 販売金額 317.8千円 1337.8 1540.8 2468.9 1244.0 6909.3 

益 一販戸売~金り額 11 ，770 34，303 53，131 85，134 82，933 49，707 

注:資料は実態調査より作成

最も安く 6.6円で，それ以降倣格も漸次上昇し 4月以降になると価格は急騰し約2倍の16円に

逮している.

本地域にお、ける一戸当りの販売収益を計算してみると平均 5万円の収益があり，ことに第遮階

層以上になると 8万円を上回る淑売収主主を獲得している. しかもまた流通条件に関しても自分で

集積，運機する必要はなく，業者が庭先や臨場まで買い付けにくる場合が多く，農家にとっては

非常に魅力ある現金収入滋とてとっている.

稲わら還元による地力の増進という方向よりも院接販売による現金収入獲得の傾向が強<，稲

わらの経営内にbける合理的循環は来たされてないのが災態である.この点は同時に稲わらの投

入効果の低さにも関連している.

木地域は， m~ltllJlI李代以来鱗状につぎつぎと地先に i匂って干拓造成された結果，土壌の肥沃性の

捕では恵まれているにもかかわらず地域の内TIr1=11I:水の砲では非常に不利な条件下にbかれてふ、り，

土壌の肥沃性を充分に発現させるに韮っていない.その具体的な現われが麦作収量の激しい変動

であり，競菜作の米展開である，戦後にbける多角化の展開もこうした排水条例':~中心とする土
地条件の未整備によって基本的に制約されたといえる.

また，こうした土地と水の未整備が木地域にbける稲わら投入の効果を減殺しひいては農業

生産力の展開を基本的に制約しているものと考えられる11).

4.結論

イ佐主賀中部平坂地域に2必fける稲わら利用実態調3奈室を適して明らカか〉にをつた ζとはつぎの
る.

1) 木地域にシいては，稲わら生産量の 6496が経営外に販売されて必り，水周へ還元された壁

は全体のわずか 175ぢにすぎなかった.

稲わらを還元した農家は金調査農家の 3996，稲わら還元菌積は 3896で， 10 a当り稲わら還元
査は 121kgの低い水準であった.
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2) しかし稲わらの利用実態は収穫方式によって奥てとってお、札手刈り方式，パインダ一方

式の場合は販売仕向けが圧倒的に多く，全体の6096以上がこれにあてられていた.

一方，自脱コンパイン方式の場合は逆に7kmへ還元されるiitir{全体の8296で，販売に仕向けら

れた最はわずか15労にすぎなかった.このため自脱コンパインとパインダーを併有し稲わら販

売用水田にパインダーを用い麦刈りに自脱コンパインを利用するという民家も少なくなし一部

の野菜作農家，酪民家を除いて稲わらの合迎的な経営内利用は実施されていない.

3) また，本地域にシける稲わらのkg当り平均価格は 8.2円で，…戸当り王子均奴売収益は約5

万円に達してかり，上府民家にかいては 8万円を越える民家も非常に多い.稲わら販売に対する

農家の関心も ~lq常に高く，販売に i筏しての集積，連投でとどの労カ TIITの;煩しさも業者が庭先や臨場

まで買い付けにくることから非常に有利で，農家の魅力ある現金収入源となっている.

4) さらに排水条件を中心とする土地条件の未整備が稲わらの投入効果を減殺しひいては本

地域にふ、ける農業生産カの展開を基本的にiliU約していると考えられる.本地域にオァける地カ問題

の本質的な課題もここに在在する. したがって高度の土地利用を保持する土地と水の車ifしい体系

を再編していくことが農業生底力展開の当面の課題で-ある.また，稲わらの水狂i還元も単なる表

商散布にとどまらず深~Ul: と結合させた完全すき込みが充分にゴ~.~ぷされるべきであり，収穫過程に

bける機械化の進展とともに耕転過程にふ、ける:lil!.カ精進的視点から作業機の体系的装備を通して

の合理的な土地利用の体系を確立する必要がある.
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